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岡ら（2016）の調査によれば，2016 年 3 月 31 日時点で，地方自治体と大学との



































『住民と自治（2017 年 1 月号）』自治体研究社（https://www.jichiken.jp/article/0041/）（2020 年 10 月 18
日閲覧）。
図表 1　地方自治体と大学との連携協定締結数の推移
　例えば，2018（平成 30）年 6 月，東京都の小池百合子都知事は，知事記者
会見で，「東京の持続的な成長に向け，都内大学の知見や新たな発想と都政の
政策とを結び付ける」取り組みとして，「大学との政策連携」について述べた（5）。

































































01【論説】古坂正人先生.indd   4 2021/02/22   15:13:10
─ 5 ─
政治研究　第 12 号



























実施した。その取り組みの一環として，2019 年 9 月には八潮市の大山忍市長















　受田（2019）は，「2006（平成 18）年 12 月に，教育基本法の改正及びこれ























　津久井（2015）は，「科学技術基本法（1995 年 11 月 15 日法律第 130 号）」
や TLO 法「大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促





































































2013 文部科学省「地（知）の拠点（Center Of Community: COC）整備事業」開始。
2014 「まち・ひと・しごと創生法」閣議決定。




（出典）日本経済新聞（2020）「進まぬ産学連携 遠い目標」（10 月 26 日付朝刊） 日本経済新聞社 p.11。
川崎一正（2010）「大学における産学連携組織の変遷分析」『産学連携学（Vol.6，No.2）』pp. 25-32。




























































































葉である。2020 年 10 月 26 日，Google で日本語の「リーダー」を検索すると
約 2 億 6 千件，日本語の「リーダーシップ」を検索すると約 1900 万件のヒッ
トがあった。また，Amazon の図書検索で，日本語の「リーダー」を入力すると，
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（出典）‘T Hart, P. and Lars Tummers. （2019） Understanding Public Leadership （Second Editon）, London: 











































































































































やすさナンバー 1 のまち 八潮」を掲げており，2025 年度の八潮市の将来目標






















































8 国士舘大学 政経学部 参加ゼミの現地調査（ヒアリング）。



































































































































を し た と 思 い ま す
が・・・ こ ん な 機 会
をつくっていただい
た，というのは大山
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